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３．ヴィエトナム国の農業事情

３－１　農業開発関連政策

　ヴィエトナム国においては、基本政策の方向づけは党大会で決定されている。具体的には、1996

年共産党第８回全国代表者大会（National Congress）において策定された社会経済開発計画「社会

経済開発に係る1996～2000年の５か年計画の方向と課題」に基づき、実施機関である関係省庁によ

り具体的な政策が実施されてきている。

　1996年の党大会決議では、2020年までに工業化政策を推進し、「手作業の労働力を機械化労働に

置き換える」旨規定された。また、上記５か年計画の「農業・農村開発」分野における「課題と解決」

の部分では、以下のように規定している。

（１） 生産性、効率性の高い平野部での食料生産の増大。（2000年までの食料生産3,000万トン、

１人当たり食料360～370㎏を確保予定）

（２） 高収益の工芸作物、果樹及び野菜の振興を図り、加工産業と連携した重点生産地域を確立。

（2000年までに工芸作物は生産の45％を占める）

（３） 加工業と連携した重点畜産地域を設立。多くの優良な家畜繁殖農家、畜産農家にインセン

ティブを与え、増やすことが肝要。（2000年までに畜産分野は農業生産の30～35％を占める）

　現在５か年計画の改訂時期になっており、2000年７月現在、次の計画案が政府部内で検討され

ている。

①　社会経済開発戦略：Socio-Economic Development Strategy 2001-2010

②　2001から2005年の５年間の社会経済開発の方向、課題と計画：Directions, Tasks and

Plans for Socio-Economic Development with in the 5-year period from 2001 to 2005

　また、農業・農村開発省（MARD）においては、この①、②の内容を踏まえつつ、現在次の計画

を検討しているところである。

③　農業・農村開発戦略：Strategies for Agriculture and Rural Development in 2001-2010

④　農業・農村開発５か年計画：5-year plan on Agriculture and Rural Development 2001-

2001

　10年間の長期戦略である①においては、農林水産・農村経済セクターの開発方向として、次の

５項目を掲げている。

１）　農村の工業化と近代化が本セクター・労働の構造変革を推進し、市場ニーズや生態系に
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合致した大量生産を実現。先進科学技術の農業分野への導入、労働生産性の向上、生産物の

品質・競争力の改善、国内、国際市場の拡大。

　農村地域の電化と機械化を推進。加工と機械工業を振興し、農産手工芸品やサービスセク

ターに利用。各地域、全国レベルで農業と工業、サービス業の連携を確立する。

２）　適切な農業生産構造の確立

３）　農業分野の科学技術の強化、特にバイテクによるハイブリッド品種の育成と種苗生産。

　栽培集約化技術の改善。新技術の生産、収穫、貯蔵、加工への導入。野菜、食品原料の衛

生的な栽培、加工技術の適用。農林漁業の普及職員の能力強化。

４）　農業生産及び農家生活の安全性、安定性の確保のために塩害防止、水管理と灌漑の強化

を図る灌漑システムを確立する。

５）　適正な技術と国内・海外市場を有する多くの農村工業地域と手工業村を育成。衣類、履

物加工企業、農産加工業の都市部から農村部への再配置。あらゆる経済セクター、国内、海

外の民間投資家の投資を促進し、土地利用、税制、融資への優遇により農村工業を振興。

　農業労働力を他のセクターに転換し、土地利用を再編する。耕作面積の増加、農村地域住

民の雇用機会と所得の増加につながる。

　農業生産（林、水産物を含む）は年率4.5％で増加する。約400万haが米生産にあてられる。

2010年には水稲生産は約4,000万トンで、輸出は400万トンになる（注）。

（注） 1999年の水稲生産量は3,139万3,800トン、輸出は450万8,000トンである。

　この10年計画は、農村の工業化と近代化を推進するもので、農業分野における生産性の向

上、品質改善により農産物の競争力を確保するとともに、農村工業の導入・振興により生産性

が向上した農業セクターの労働力を非農業分野に転換させるという大規模な構造調整プログラ

ムといえる。農業機械については詳細な記述はないが、３）の新技術の生産等への導入や、１）

の農村地域の電化と機械化の推進が関連している事項であり、機械化の推進による生産性の向

上、労働軽減が構造調整に寄与するものとして位置づけられている。なお、就業構造の調整に

ついては、農業就業者の比率を、現状の61.3％を2005年には56～57％に、2010年には50％にす

るとしている。
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表３－３　作型の概要

（３） 就業構造

　全国の農業就業者は、1999年で2,526万人となっており、この値は1995年に比べると５％の

増加である。全国の農業就業者の1990～95年の年平均伸び率は1.24％であり、2.4％の伸びを

示した80年代後半、6.3％の90年代前半に比べるとわずかな伸びにとどまっている。地域別に

見ると、東北部や中央高原では現在でも高い伸び率を示しているが、紅河デルタ、メコンデル

タなど主要農業地帯では95年以降全国平均より低い伸びになっている。また、両地域におい

て農地の多い省について見ると、紅河デルタのハタイ省、タイ・ビン省、メコンデルタのソ

ク・トラン省など近年就業者数が減少している省も見られる（表３－４）。

　また、世帯員数の推移を見ると、1997年の全国平均では4.85人となっているが、紅河デル

タでは4.17人、メコンデルタでは5.08人であり、紅河デルタは少ない。また農村部の4.96人

に対して、都市部では4.52人とやや少ない。さらに世帯内の就業者数は全国で2.7人となって

いる（表３－５）。

（４） 家畜飼養状況

　役畜として利用されている水牛の頭数は、1999年で296万頭であるが、近年は微減傾向にあ

る。80年代後半は年平均２％ほどで増加していたが、1995年と1999年の間では０％となって

いる。特に紅河デルタでの減少傾向が大きく、1995～1999年の間年平均で6.9％の減になって

いる。なお、水牛以外の牛も耕起に利用されていたが、牛の飼養頭数は1995年以降も全国で

年平均2.8％の伸びとなっている。ただし、紅河デルタでの伸び率は近年減少傾向にある（表

３－６）。

地域 区　分 調　査　対　象 作　　　型　　　等

南部 直播栽培

国営農場の契約農

家聞き取り

カントー省

オモン（O Mon）地

区

○水稲作型

　・11 月中下旬播種～２月下・３月収穫　単収６ｔ/ha

　・３月播種～８月収穫　単収 4.5ｔ/ha

○経営耕地面積　2.5ha

移植栽培

ハタイ省普及セン

ター聞き取り

（Ha Dong 町）

○水稲作型

　・１月移植～５月収穫・５月末移植～９月収穫

○他作物（ダイズ、トウモロコシ、野菜）

　：９月末～12 月末

　　他にサツマイモ、キャベツ、ナス、トマト等の栽培が見られた
北部

移植栽培

バク・ニン省

ツーソン郡

ドン・ヌギンコミュ

ーン聞き取り

○水稲作型

　・２月５～15 移植～５月 25日頃収穫（播種 11月末）

　・７月 10～25 移植～11月５日頃収穫（播種６月 20日頃）

○野菜作

　：11 月初め～１月末
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（５） 農家所得・経営の概況

　公刊統計によると、全国の１人当たり月収は1996年で22万6,700ドン（約1,700円）である。

現行の税制では、１人当たり月収200万ドンまでは所得税率がゼロ（なお、財務省は現在この

非課税層を250万ドンまで引き上げるなどの改正案を国会に提出している）であることから、

平均的階層は所得税の納税義務がない実態にある。また、1996年では都市部の１人当たり月

収約50万9,000ドンに対して農村部では18万8,000ドンであり、格差は2.7倍となっている。ま

た、セクター別に見ると、1996年においては、農林水産部門での平均月収18万3,000ドンに対

して、工業・建設部門が43万6,000ドン、サービス部門で35万3,000ドンと高い水準になって

いる（以上表３－７）。

　また、貧困世帯比率を見ると、基礎的な食料購入が困難な階層は1999年には全国で13％で

あるが、農村部では都市部の５％に比べ16％と高い水準になっている。また地域別に見ると

中央高地や北部中央海岸で高いが、紅河デルタは８％と低い（以上表３－８）。

　農家の収入に関しては、現地での聞き取りやVIAEでの事例調査により一部事例を把握した

にとどまったが、その概況は以下のとおりである。

１）　南部メコンデルタのカントー県の国営農場”Sohafarm Import Export”の契約農家

　（２）の農家。2.5haの１枚の農地に２作。冬作で６トン/ha、春夏作で4.5トン/ha。2.5ha

分の推定籾収量は26.25トン。これに国営農場の平均買い取り価格150万ドン/トン（約１万

1,000円）を乗ずると、粗収益は約3,940万ドン（約30万円）。収益率推定値約４割（注）を乗ずる

と純益は1,580万ドン。これは月収約180万ドンに相当する。なお、実際にはこの農家は機

械作業（代掻き、刈り取り）を国営農場に委託しており、作業代金をそれぞれヘクタール当た

り籾100㎏（経営全体では100㎏×２作業×２作×2.5ha＝１トン）を支払っているほか、一定

比率の籾を国営農場に支払っている。

（注） VIAEによるメコンデルタのサンプル調査（1998）による。収益部分には家族労働費を含んでいない

（表３－９）。

　なお、この国営農場は1979年に設立され、土地を新規入植農家に配分し、農家からの生産

物の購入と販売、機械化作業の受託、精米所や農水産加工場（果実、コーヒー、水産物、

マッシュルーム等の加工）の運営、フィリピン等外国の輸入業者への米の販売、契約農家の

子弟のための学校運営などの事業を実施しており、職員は400名となっている。

２）　北　部

①　キノコ生産農家（Ha Tay省）Dan Phuong郡普及ステーションのパイロット農家。売り

上げは１億2,000万～１億5,000万ドン（約90～110万円）。２haのハウス（サトウキビの葉
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で葺いたハウス）でキクラゲを栽培。年間乾燥重で50トンの生産。収益率１割。

②　果樹農家（同じ地区）。ロンガン、マンゴー、ライチ、柿。接ぎ木による苗生産も実施。

売り上げは２～３億ドン。収益率15％程度。

③　Bac Ninh省ツーソン郡（Tuson District）のDong Nguynコミューン（注）での聞き取り管

轄区域の耕地面積は502.74ha。農家数2,831で除すると１戸当たり面積は0.18ha。これに

籾単収5.56ｔ/ha（＝200㎏/sao（1 saoは360㎡）。２作ともほぼ同水準）、年間作付回数（２

回）、平均単価1,600ドン/㎏を乗ずると、年間の籾の販売収入は、320万ドンになる。利

益率４割だと収益128万ドン、月収は11万ドン足らずであり、平均的農家は比較的収益性

の高い野菜などの導入や他の収入を確保しない限り米だけでの生活は困難である。なおこ

の地域における水稲生産の諸経費としては以下のとおりであり、受委託の斡旋を合作社

（農協）が実施している。

・耕耘・整地の委託（春作） 16,000ドン/360㎡（＝44万4,000ドン/ha）

・耕耘・整地の委託（夏作）  9,000ドン/360㎡（＝25万ドン/ha）

・脱穀の委託  8,000ドン/360㎡（＝22万2,000ドン/ha）

・水利費（物納） 籾6.5㎏ /360㎡（＝180㎏/ha）

・圃場見回り委託（物納） 籾0.5㎏ /360㎡（＝ 14㎏/ha）

（注）　行政組織は省（provinceヴィエトナム語ではtinh）の下に郡（districtヴィエトナム語ではHuyen「県」

と訳している場合もある）、郡の下にコミューン（ヴィエトナム語ではVan）、その下に村（同Xa）や町

（同thi tran）があるという構造になっている。本コミューンは党組織、議会、役場を有し行政単位と

して機能しているが、区域には６村と１町が含まれる。コミューンの人口は3,068戸、１万3,800人で、

うち2,831戸が農家であって、総面積は713.99haである。コミューン区域に合作社（農協）が１つあり、

社員31名が、①耕作作業の斡旋（域内は100％機械化されている）、②水利のサービス（合作社は11か所

のポンプ場に21台のポンプを保有している）、③農民の財産の保全、④電気の供給、⑤普及事業（大卒

の普及員が１名おり、その給与は省からの補助を受けている）を実施している。
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